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はじめに

経済，社会のデジタル化に伴って，国際貿易

においても国際的な電子商取引（EC：Elec-

tronic Commerce）が拡大し，さらに情報（デー

タ）の越境移転も進展している。同時に，プラ

イバシーの保護や安全保障上の要請などを理由

にデータの越境移転が制限されるデータローカ

リゼーションなど，新たな貿易障壁も登場して

いる。こうしたデジタル化と国際貿易が関わる

分野は，最近ではデジタル貿易と呼称されるこ

とも増えている1)。

デジタル貿易については，普遍的に受容され

ている定義はないが，WTO や OECD などの

関連国際機関，主要国，研究者の捉え方を勘案
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「電子商取引」ないし「デジタル貿易」の国際通商ルールの策定は，先進的な FTA（自由貿易協定）が牽引

しつつ，WTOの有志国間交渉でも検討が続いている。

WTOの有志国間交渉は，デジタル貿易に係る初の多国間ルールにつながる点で有益である。同交渉につい

ては2023年 12月に 13項目について実質合意が公表され，なかでも直近に合意された個人データ保護は，

EU と米国等の間で対立点となっていたため，この合意は大いに評価できる。しかし，2023 年 10 月に，

データフロー，データローカリゼーション，ソースコード（3項目を本稿でデータ関連規律と呼ぶ）について

米国が支持撤回を表明した。この転回ともいうべき立場変更を受け，2024年中に妥結を目指すとされる同交

渉がデータ関連規律を含んで妥結する見込みは一段と低くなったといえる。

一方，特に先進的な FTA では，データ関連規律に加えて，AI（人口知能）などの新たなイシューに係る

ルールが現れている。DEPA（チリ，ニュージーランド，シンガポール間のデジタル経済パートナーシップ協

定）のようなデジタル貿易に特化した協定も登場し，中国なども DEPAに加入申請している。データ関連規

律を含む電子商取引章を有する CPTPP（環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定）に

も，中国，台湾を含む複数の国が加入申請済である。なお，米国の転回を経て，IPEF（インド太平洋枠組み）

のデジタル貿易（Pillar I）交渉は停滞している。

特にデータ関連規律については，引き続き複数のルールが併存する状況が継続することが見込まれる。越境

で関連ビジネスを展開する日本企業は，それを前提に事業活動を行うことが必要となろう。



すると，現段階では少なくとも，デジタル化さ

れた物品とサービスの貿易で（電子的に取引さ

れる物理的な物品も含む），データ自体の取引

も含み，データに支えられるものを意味すると

捉えることができる2)。いずれにせよ技術発展

に伴いデジタル貿易の外縁も変化し得ると思わ

れる。また，現段階では ECとデジタル貿易は

互換的に用いられる場合も多く，本稿でもひと

まず両者を互換的なものとして用いる。

デジタル貿易は，2020 年までに世界貿易の

25％（5 兆米ドル弱）を占めるようになったと

いわれる3)。デジタル貿易の進展に伴って，

データの越境移転の保障や，個人データの保

護，データないしデータ関連技術の保護といっ

た経済的，社会的要請も生じている。デジタル

化の進展に鑑みれば，デジタル貿易も不可逆的

な事象であり，その健全な発展のためには適切

な国際ルールのあることが望ましい。WTOの

サービス貿易協定（GATS）などに適用可能な

ルールは存在するものの極めて限定的であるた

め4)，国際社会はデジタル貿易の国際通商ルー

ルの検討と策定に努めてきた。

デジタル貿易の国際通商ルールの策定は，こ

れまで先進的な自由貿易協定（FTA）が牽引

しつつ，WTOの有志国間交渉（有志国による

EC の共同声明イニシアチブ（Joint Statement

Initiative：JSI）を契機とするため本稿で EC-

JSI 交渉と呼ぶ）でも検討が行われてきてい

る。FTA では，EC ないしデジタル貿易と題

する章やルールも増加し，直近の協定では，関

連する章をより広く「デジタル経済」と題する

協定5) もあるなど，規律の量及び質の面で発展

がみられる。しかし，FTAであるが故に，ルー

ルの適用範囲は FTAの締約国に限られる。他

方，EC-JSI 交渉は 90ヵ国が参加する規模の大

きな交渉で，合意に至ればデジタル貿易に係る

初の多国間のルールにつながり，越境的な企業

活動にも資するものである。しかし，2023 年

中の妥結を目指していた同交渉は，同年 12月

の共同議長声明により，2024 年にも引き続き

交渉が継続されることとなった6)。

以上を踏まえて，本稿では，WTO の EC-

JSI 交渉の現状と見通し，及びデジタル貿易に

係る先進的なルールを有する FTAにおける規

律の状況に焦点を当て，デジタル貿易規律の最

先端の様相を検討する。その上で，デジタル貿

易に従事する日本企業にとって事業の活動の前

提となるであろうルールの見通しについて付言

したい。

なお本稿では，簡易化のため，二国間，複数

国間，地域間の貿易協定を広く FTAと総称す

る。

Ⅰ WTOにおけるデジタル貿易の

国際通商ルールの検討

WTOにおけるデジタル貿易のルールの検討

の中心は，2017 年の EC に関する共同声明7)

を契機とする有志国間の EC-JSI 交渉である。

このほかにも，1998 年の EC に関する宣言8)

に基づいて策定された「EC作業計画」に従っ

て ECと貿易との関係を探求するWTO加盟国

の取り組みがあるが，こちらは交渉でなく，

ルール策定に必ずしも直結しない。そこで，こ

こでは EC-JSI 交渉の経緯と現状に焦点を当て

る。

EC-JSI 交渉は，2019年に交渉開始し，2024

年 1月で 5年を迎えた。当初 76ヵ国で開始され

た交渉には 90ヵ国が参加し，世界貿易の 90％

以上を占める規模になっている9)。交渉は活発
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に行われ，2023 年 11月には各国の提案を基に

作成される統合テキストの第 5版（Rev.5）10)

の作成に至った。同年 12月には，13項目に係

る実質的合意と，残る論点の 2024 年中の交渉

妥結を目指す旨の共同議長声明が共同議長国

（オーストラリア，日本，シンガポール）から

公表された。今般の声明には共同議長各国に加

えて，WTO 事務局長，EU，米国，中国，各

地域の主要国閣僚の賛意も付されており，今後

も交渉は継続するにしても，5 年に渡る交渉が

一段落ついたことが示唆される内容である。

13 項目は，電子取引の枠組，電子認証と電

子署名，電子契約，電子請求，ペーパーレス取

引，シングルウィンドウ，オープンガバメント

データ，オープンなインターネットアクセス，

オンライン消費者保護，未承諾の商用電子メッ

セージ，サイバーセキュリティ，透明性，個人

データ保護である11)。なかでも，直近に実質

合意された個人データ保護は，個人データ・プ

ライバシー保護の観点から個人データの越境移

転に厳格なアプローチをとる EUと，対照的に

緩やかなアプローチをとる米国などとの間で合

意形成が難しい論点であったため，今般の合意

は大いに評価できるものである。どのような

ルールとして着地するのか，最終形の公表が待

たれるところである。

上記の共同議長声明によると，暗号法を用い

る ICT 製品，通信サービス，電子決済，電子

的送信に対する関税不賦課の恒久化，開発，前

文や例外等の横断的論点，有志国間の合意を

WTO協定にどのように組み込むかという法的

構造などの残された論点について，各国の立場

の収束をはかるべく引き続き検討が続けられ

る。他方で，データ関連規律，すなわち，デー

タフロー（データの自由な越境移転義務），

データローカリゼーション（サーバ等の自国内

設置要求の禁止），ソースコード（ソースコー

ドの開示・移転要求の禁止），については「議

論にはさらに時間を要する」と言及されるにと

どまった。この背景事情の一つに，2023 年 10

月に，米国（USTR）がこれらの論点に係る

EC-JSI 交渉の提案について支持を取り下げる

と表明し12)，提案を牽引してきた立場を大幅

に変更したことがあるとみられる。

米国のこの転回の理由としては，テック企業

寄りのルールに対する米国内の反発への対応，

USTR が表明したように米国を含む各国への

「政策的余地（policy space）」の提供，すなわ

ちこれらの論点に係る規制裁量の確保，など複

数の要因が指摘される13)。2024 年は米国で大

統領選が行われ，通商政策で新たな政策が打ち

出されにくいことに鑑みても，米国のこの立場

変更は暫く継続するだろう。したがって，2024

年中に妥結を目指すとされる EC-JSI 交渉は，

妥結するとしても，データ関連規律を含む見込

みは一段と低くなったといえる。

また，EC-JSI 交渉が妥結したとしても，さら

に次のような課題があると思われる。第一に，

上述した法的構造の問題─交渉成果を既存の

WTO協定にどのように組み込むか─である。

当該交渉には，インドや南アといった有力な途

上国が参加しておらず，さらに両国は JSI とい

う有志国間の交渉形式自体にそもそも反対した

経緯もある14)。第二に，途上国の一層の参加

の必要性，第三に，AI のような新規のイシュー

への対応，第四に，ルールの内容が「テック業

界」寄りに偏るとする批判への対応，第五に，

今般の交渉対象外となるであろうデータ関連規

律への対応である15)。
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Ⅱ FTAにおけるデジタル貿易の

国際通商ルールの発展

FTAでは，WTOのデジタル貿易に係るルー

ルの間隙を埋めるように先駆的なルールが策定

されてきた。EC に関連する規定を含む FTA

は 2000 年頃から登場し16)，2000 年〜2022 年ま

でに合意された FTA の半数超（370件中 203

件）にデジタル貿易関連規定があるといわれ

る17)。特に 2010 年以降に締結された FTA に

はその 7 割程度にデジタル貿易規定が含まれ，

またデータフロー，データローカリゼーション

に係る規定を伴う場合もあるという18)。

また最近では，FTA におけるデジタル貿易

の国際通商ルールについて次のような状況もみ

られている。第一に，デジタル貿易特化型の協

定の登場である。この先駆けは日米デジタル貿

易協定（2019 署名・2020 発効）であり，次に

DEPA（2020署名・2021 発効）がある。IPEF

で交渉中の Pillar I（貿易）に含まれるデジタ

ル貿易関連のルールもここに該当しよう。また，

DEA（オーストラリア・シンガポールデジタ

ル経済協定，2018 署名・発効）や UKSDEA

（英・シンガポールデジタル経済協定，2020署

名・発効）のように，デジタル経済協定が締結

され，既存の FTA の電子商取引章がアップ

デートされる場合もある。第二に，数，詳細

さ，範囲などの面でのルールの更なる進化であ

る。例えば，EUは EU英国貿易協力協定（EU-

UK TCA，2020 署名・2021 発効）で初めて

データフロー及びデータローカリゼーション関

連規律を貿易協定に含めた。また，上述の特化

型の協定やデジタル経済協定では，AI などの

新たなイシューも規律対象として含まれつつあ

る。第三に，協定よりもより緩やかな形態であ

る「デジタル貿易原則」の策定もみられる。代

表例は EU で，これまで日本，韓国，シンガ

ポールとデジタル貿易原則に合意している。こ

れらの国々とはデジタル貿易協定（既存の

FTA の関連章のアップデート含む）の交渉な

いし締結に至っているため，当該原則は，協定

に至るまでのステップとみなし得るかもしれな

い。なお，こうしたデジタル貿易原則は G7も

公表している19)。

以上のような FTAにおけるデジタル貿易の

ルールの発展の中心になってきたのは，主に

オーストラリア，カナダ，最近の EU，シンガ

ポール，転回前の米国である20)。これらの国々

が近年締結した協定で先進的なデジタル貿易

ルールを有する協定としては，CPTPP（2018

署名・発効），USMCA（米国・メキシコ・カ

ナダ協定，2018 署名・2020 発効），DEPA，

DEA，UKSDEA，EU-UKTCA，EU-NZFTA

（EU・NZ自由貿易協定，2023署名）が挙げら

れる。

このうち，もともと TPPとして米国が交渉

参加していた CPTPP，及び USMCA は，米国

の立場が色濃く反映した協定であり，例外の有

無や対象範囲の広さなどルールの「深さ」の面

で相違はあるものの，データフロー，データ

ローカリゼーション，ソースコードに係るルー

ルを含み，EC-JSI 交渉の交渉対象項目ともほ

ぼ同様の内容を有している21)。USMCAはソー

スコードに加えて，アルゴリズムの開示につい

ても規律対象とする先進的内容を有するが22)，

米国の転回を経て，暫くは米国の FTAにおい

てデジタル貿易に係るルールがこれ以上の発展

をみることはないように思われる。もちろん，

近年の米国は，主に国内事情により FTAの締
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結自体に関心を示していない。

一方，DEPA，DEA，UKSDEA は規律対象

に先進的なイシューを含む23)。EC-JSI 交渉で

明示的に交渉対象項目でない一方で，これら 3

つの協定に共通して含まれるイシューとして

は，安全安心なオンライン環境，データ・イノ

ベーション，AI，デジタル ID，“Tech” 関連24)

の協力，デジタル・インクルージョン又は／及

びステークホルダーエンゲージメント，中小企

業に係る協力の 7 つがある25)。デジタル貿易

では，政府や企業に加えて，消費者もオンライ

ン取引などを通じて直接的な影響を受け得るた

め，各々にとってバランスのとれたルールであ

るかという視点が重要と思われるが，安全安心

なオンライン環境，デジタルインクルーション

やステークホルダーエンゲージメントなどはそ

れに応えようとするものと評価できる。さら

に，その他のイシューも締約国間の協力を含

め，新技術への対応を念頭に置いたものとみう

けられる。なかでもAI については，近年社会

的関心も高まっており，注目に値する。そこ

で，関連規定を概観しておく。

DEPA，DEA，UKSDEA の AI 関連規定26)

に共通する主な内容は，第一に，AI 技術の使

用及び採用がデジタル社会において重要である

ことの締約国の認識，第二に，信頼され，安全

で，責任ある AI 技術の利用のため，AI のガ

バナンス枠組み─倫理面も考慮されたもの─を

策定する重要性に対する締約国の認識とその策

定努力義務，第三に，策定の際には関連する国

際的な原則及びガイドラインを考慮する努力義

務，である。但し，いずれにおいても AI は定

義されない。このように，現段階では締約国の

認識や努力義務を主とするが，今後，例えば各

国のAI に係る措置が国際貿易を制限するよう

な場合─例えば，人権保護の要請から一定の

AI 技術を用いた関連製品の国内流通を禁止す

る措置や，AI の透明性確保等の観点から一定

の情報の開示や政府によるアクセスを義務づけ

る措置─には，ある技術がAI 技術に該当する

か等，AI の定義ないし範囲の画定に係る検討

を含めAI に係る規定を発展させる必要も生じ

得ると考えられる。その際には，貿易協定上，

どのように規律を深化させるかは争点の一つと

なり得るだろう。この点，UKSDEA は，AI 関

連の締約国間の協力努力義務の対象の一つに

AI 関連問題として，倫理的使用，人間の多様

性，意図せざる偏見，産業界主導の技術標準，

アルゴリズムの透明性の提示を例示しており，

AI の課題について協力の必要性を明確に規定

した初めての協定といわれ27)，注目に値する。

EU-UKTCA，EU-NZFTA では，データ関

連規律が含まれる一方で，個人データ・プライ

バシー保護の強調や，締約国の規制裁量を確保

する「規制する権利」に係る規定，規制問題に

係る協力を規定するといった特徴がみられる。

さらに，EUとシンガポールとの「デジタル貿

易原則」には，民間企業の有する個人データへ

のガバメントアクセス28) などの新たな論点が

含まれている。

以上のように，FTA ではデジタル貿易に係

るルールの発展が続いており，特にAI などの

新たなイシューがルールに含まれる点は，デジ

タル貿易の国際通商ルール策定にとって示唆に

富む。しかも，CPTPPやDEPAのように新規

加入可能性を伴う協定では，締約国の拡大を通

じて，当該協定のデジタル貿易ルールが広がっ

ていくことになる。この点，CPTPPには 2023

年に英国の加入が決定し29)，発効を待つ段階

にあり，さらに，中国，台湾，エクアドル，コ
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スタリカ，ウルグアイ，ウクライナが加入申請

済である30)。また，DEPAについても 2023 年

に韓国の加入が実質合意され，さらに中国，カ

ナダ，コスタリカ，ペルーが加入申請済であ

る31)。それでもなお，FTA の適用範囲は締約

国にとどまる。FTA は，新たなルールの「実

験場」32) として機能し続けると思われるが，企

業にとっての法的安定性や予測可能性という点

からは多国間のデジタル貿易の通商ルールの策

定が待たれるところである。デジタル貿易の国

際通商ルールの理想的な形の一つは，技術的発

展が早い分野であることに鑑みても，多国間の

ルールが存在しつつ，最先端のイシューについ

ては FTAが実験場として機能しながら，多国

間のルールと FTAの先進的なルールとが相互

作用して，多国間のルールも一層発展していく

という姿のように思われる。ただ，その実現に

は暫し時間を要するようである。

おわりに

以上のようなデジタル貿易に係る国際通商

ルールの現況が関連する日本企業に及ぼす影響

について最後に考えてみたい。

グローバルに事業活動を行う日本企業は，デ

ジタル貿易関連の様々な障壁に実際に直面して

いる。日本機械輸出組合による『各国・地域の

貿易・投資上の問題点と要望』を 2023 年の単

年度でみても33)，デジタル貿易関連では，原

産地証明関連のデジタル化の要望が最も多く，

次にデータ安全法・サイバーセキュリティ法・

個人情報保護法の細則等なく対応に苦慮すると

するもの，データローカリゼーション関連（規

制遵守負担や運用の不明確性等），GDPRを有

する EUを中心に個人情報の越境移転関連の問

題が続く。また，オンライン通関システムの円

滑化（期間短縮化，サーバ増強による効率化），

個別分野における電子化ないし電子システムの

一層の効率化，さらには行政手続自体の電子化

の要望なども散見される。そのほか，電子署

名，電子請求の推進など，個別イシューに関わ

る要望もみられる。

これらの多くは EC-JSI 交渉が妥結すればあ

る程度緩和されることが期待される。例えば，

原産地証明関連のデジタル化や電子署名，電子

請求などについては，EC-JSI 交渉で実質的合

意が伝えられる電子認証と電子署名，電子請

求，ペーパーレス取引，シングルウィンドウ等

に係るルールで改善されよう。

但し，上記でも挙がるデータローカリゼー

ションなどデータ関連規律については，上述の

通り，米国の転回を経て EC-JSI 交渉で実質合

意する見通しは一段と低くなったといえる。そ

こで，データ関連規律，AI などの新規イ

シューについては，引き続き複数の規律が併存

する状況が継続することが見込まれる。越境で

関連ビジネスを展開する日本企業は，それを前

提に事業活動を行うことが必要となろう。
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